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南アフリカにおける最低賃金規制と農業生産
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《要　約》

本論文では先行研究を選択的にレビューし，南アフリカでの雇用環境を考察した後に，最低賃金へ

の雇用者の対応について南アフリカのデータを用いて吟味した。本論文は最低賃金引き上げ幅が地域

によって異なるという自然実験的側面に着目し，引き上げ前の 2002 年の農業生産データと引き上げ期

の 2007 年の農業データを用いて，その効果を推計した。用いたのは一階差分推計という標準的な推計

方法である。推計結果からは全般的に最低賃金引き上げが利潤を圧縮したことが示唆され，一部作物

では低賃金雇用を減らしたほか，単位当たり価値を高めたことが示された。この結果は最低賃金近傍

での雇用が多いと負の影響があるという先行研究，機械化が進んだという先行研究と整合的でもある。

最低賃金規制は賃金率を増やしたものの，一部では低賃金雇用を減らし，熟練や機械を集約的に用い

る技術の採用を促して，貧困解消目標に反する結果をもたらした可能性がある。今後の研究では最低

賃金の効果を推計するには生産技術の多様性に配慮することが望まれる。政策対応としては，失われ

た未熟練雇用の転職先を見つけるためにも，最低賃金引き上げ前から職業訓練や他職業経験の機会を

提供することで，需給双方にとって転職や採用の費用を引き下げる試みが望まれる。
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背　景

経済的後背地で操業することの多い農業は，

近隣にある豊富な未熟練労働を雇用することが

多い。未熟練労働者とは低所得労働者とほぼ同

義である。このため，農業雇用が貧困解消に与

える影響は大きい。

利潤最大化を目指す雇用者は限界生産力と要

素支払い（賃金）が等しい水準で生産要素（未

熟練労働）を雇用する。通常の（＝凸性の）生

産技術では，賃金が低いほど雇用者はより多く

の労働を雇用する。未熟練労働が豊富なほど労

働供給圧力によって賃金は低いので，未熟練労

働が豊富な経済的後背地であるほど雇用されて

所得を得る人数は多い。
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このような利潤最大化原則下の雇用が市場を

通じた貧困解消手段といえるのであれば，規制

による貧困解消手段ともいうべき方法も政策担

当者に根強く支持されている。その古典的な例

が最低賃金規制である。最低賃金規制は一定水

準以下の賃金で労働を雇用することを禁じる規

制である。規制に違反した場合，多くの国の法

制では雇用者に罰則が科される。

最低賃金規制は貧困解消手段として推奨され

ているが，弊害も指摘されている。最低賃金規

制は市場賃金以上の支払いを求めるので，雇用

を減らすと予想されるからである。一般に，労

働費用が増えると，雇用者は雇用量削減，利潤

圧縮，生産物価格引き上げのいずれかもしくは

その組み合わせで対応しなければならない
［MaCurdy 2015］。社会において雇用への影響の

関心が強いことから，多くの議論では雇用量削

減に焦点が当てられている。しかし，どの方法

が採られるかは状況に依存し，雇用者が雇用量

だけを調整する必然性はない。よって，本論文

では生産量への影響を推計し，最低賃金引き上

げが利潤圧縮と雇用量削減に帰結したかを検討

する。雇用者の対応を検討するため，本論文は

全国的な代表性をもつ労働需要側の情報を用い

る。

南アフリカ農業における最低賃金規制の影響

を取り上げることには，南アフリカ特有の社会

経済的意味もある。アパルトヘイト後の南アフ

リカ政府は，低賃金労働を多く雇用する農業部

門に対し，政府に代わって社会福祉機能を提供

することを課してきた。各種の現物支給，傷病

治療費用，子女就学費用その他の非公式の支払

に加え，農場に住む常被用者とその家族は退職

後の住居を農場内に得る権利をもつ。もしも，

最低賃金規制によって常被用者が減ると，それ

まで農業部門が負担してきた私的な社会福祉支

出も減る。最低賃金規制が農業の機械化を促す

とすれば，雇用だけでなく社会福祉機能も失わ

れるために，貧困への影響は雇用喪失以上のも

のがある。

本論文は最低賃金引き上げの自然実験的側面

に着目し，引き上げ前の 1993 年と 2002 年の農

業生産データ，引き上げ期の 2007 年の農業デー

タを用いて，その効果を推計する。用いるのは

一階差分推計（first-difference estimator，もしく

は，difference-in-differences estimator; DID）とい

う標準的な推計方法である。2006 年から 2007

年までに農村部の最低賃金引き上げ幅が大き

かったため，農村部の賃金率は急速に高まった。

この賃金上昇に注目し，最低賃金引き上げ幅の

小さかった都市近郊部と比較することで，生産

への影響を観察する。推計結果からは全般的に

最低賃金引き上げが利潤を圧縮したことが示唆

されたほか，一部作物では低賃金雇用を減らし，

高付加価値化を促したことが示された。このた

め，最低賃金規制は賃金率を増やしたものの，

一部では低賃金雇用を減らし，熟練労働や機械

を集約的に用いる技術の採用を促して，貧困解

消目標に反する結果をもたらした可能性がある。

本論文の貢献は 3 つある。第 1 に，各国およ

び南アフリカに関する既存研究［南アフリカは

Bhorat et al. 2014; Garber et al. 2015］では雇用量

への効果に注目が集まっていたのに対し，価格

上乗せ，利潤圧縮への効果も考慮した点である。

家計調査など労働供給側の情報を使った研究は

全国的な代表性はあるが，労働時間や賃金の測

定誤差が大きいだけでなく，雇用以外の調整を

とらえられない。第 2 に，地域と作物ごとの多
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様性を考慮した点である。多様性を許容した結

果，農業全体では隠れてしまう作物ごとの異質

性を描写することができるようになった。これ

らは全国的な代表性のある労働需要側のデータ

を用いたことで可能になった。労働需要側の情

報を使えば雇用量調整を正しく把握できるが，

南アフリカを対象とした先行研究は，全国的な

代表性が弱く，取り上げた作物も数種類でしか

な い［Conradie 2005; Murray and vanWalbeek 

2007］。第 3 に，標準的な一階差分推計に生産

者理論からの意味付けを与えたことである。こ

れは労働や資本のデータがないときに，理論を

用いて情報不足を補う手法として解釈できる。

本論文は，途上国農業における最低賃金規制

が生産に与える効果を推計することを目的とし

ている。以下では，先行研究を展望した後，生

産者の反応を南アフリカのデータを用いて実証

的に検討する。ただし，データの制約上，利潤

を計算できないため，利潤の代理変数として生

産量，作付面積，実質農業粗収益，単位当たり

実質価値への影響を推計し，生産者理論の助け

を借りて利潤への効果を判断する。次節では先

進国が主体となっている最低賃金に関する実証

研究を概観し，その理論的背景を考察する。第

3 節では，推計式を導出し，用いるデータを確

認する。第 4 節では推計結果を解釈し，最終節

では結果のまとめと今後の課題を示す。

Ⅰ　最低賃金規制―先行研究―

1．実証

最低賃金の効果に関する研究は実証研究に牽

引されてきた。1970 ～ 1981 年に発表された論

文を展望した Brown et al.［1982］が最低賃金

率の雇用弾力性がティーンエージャーについて

− .1 から− .3 と示したのを皮切りに，米国家

計調査個票から負の弾力性を推計する研究が相

次いだ［Neumark and Wascher 1992; 1994; Currie 

and Fallick 1996; Neumark 2001; Williams and 

Mills 2001; Neumark et al. 2004］。 詳しくは

Neumark and Wascher［2007］を参照のこと。

Brown et a l .［1982］，Brown［1999］，

Neumark and Wascher［2007］などは各時期

を代表する包括的な展望論文であり，全体の傾

向として負の弾力性を示している。しかし，展

望論文は論文の取捨選択，読み取りにおいて恣

意が混入することが否定できない。自然科学等

で推奨されている方法に倣い，Doucouliagos 

and Stanley［2009］は公開された研究のすべて

をもとにメタ分析し，負の弾力性に偏った出版

バイアスがあること，真の弾力性はゼロに近い

こと，などを主張している。ただし，出版バイ

アスを推計するためには仮定をおく必要があり，

その仮定が満たされるかどうかは議論の余地が

ある［Neumark 2015］（注1）。

最低賃金の雇用弾力性は無視しうるか，場合

によっては正であることを示した実証研究も発

表されるようになった。端緒を開いたのが小売

店データを用いた Card and Krueger［1994］

である。先行研究［Card 1992a; 1992b; Katz and 

Krueger 1992］を拡充した小売店データで正の

弾力性を計測し，負の効果を否定している。隣

接する郡を比較した研究［Dube et al. 2010］，地

域を変えてデータを拡充した研究［Dube et al. 

2007］， 地 域 間 の 多 様 性 に 配 慮 し た 研 究
［Allegretto et al. 2011］などでも，負の効果が

否定された。

競争環境，失業率，調整期間など，雇用量変
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動に影響を与える要因も同時に検討する研究も

ある。生産物価格への上乗せを検討した研究で

は，生産物価格は上昇していることから，完全

競争市場と整合的だと結論している［Aaronson 

and French 2007; Aaronson et al. 2008］。米国デー

タを使った研究が比較的短期間の効果を検定し

ているとして，putty-clay 型の生産関数を導入

して産業均衡を仮定し，期内とラグ付きの影響

を区別したモデルを作った後，シミュレーショ

ンによって労働の賃金弾力性を検定した研究は，

短期の弾力性は小さいものの，長期の弾力性は

負値で大きいことを示している［Sorkin 2015］。

公定価格が固定された英国の低賃金産業を対象

にした研究では，雇用人数と雇用時間が減少す

ることが示されている［Machin et al. 2003］。利

潤に焦点を当てて英国企業会計データを用いた

研究では利潤が減少し，雇用量調整は有意では

ないものの，新規純参入が減ることが示されて

いる［Draca et al. 2011］。一方，景気循環の影

響を考慮した研究では，失業率の高い地域ほど

雇用の賃金弾力性が（負で）大きく，最低賃金

引き上げが雇用に負の影響を与えることを示し

ている［Addison et al. 2013］。

途上国データによる研究も結果が分かれてい

る。ブラジルの研究では雇用に与える影響は有

意ではない［Neumark et al. 2006; Lemos 2009］

が，南アフリカでは実質賃金が上昇し［Bhorat 

et al. 2013; 2014］負の雇用への影響が認められ

ている［Conradie 2005; Murray and van Walbeek 

2007; Bhorat et al. 2014; Garber et al. 2015］。ラテ

ン・アメリカについては，最低賃金の影響は最

低賃金近傍水準の賃金を得ている労働者に限定

されるとして，雇用への影響は小さいと指摘さ

れ て い る［Kristensen and Cunningham 2006］。

南アフリカ農業は価格を容易に上乗せすること

ができず低賃金労働をおもに雇用しているため，

Machin et al.［2003］と同じ解釈が成り立つ可

能性はある。

2．理論

賃金上昇によって雇用が増える，影響を受け

ない，などの結果が果たして論理的に可能なの

かを示すのが理論の役割である（詳しくは付論

A 参照）。経済学において最低賃金の効果を推

計するには，利潤最大化，もしくは，費用最小

化を想定して労働需要関数を導出し，最低賃金

導入によって労働需要がどう変化するのか吟味

する，という手続きを経る。

雇用への影響をおもに検討している最低賃金

論争では，労働市場が完全競争的かが焦点にな

る。完全競争の下では，賃金を市場賃金以上に

設定する最低賃金規制は利潤を低下させる。す

でに雇用している労働への支払いが増え，資本

に代替することで資本費用が増えるためである。

不完全競争の下では，最低賃金が引き上げられ

ると雇用が増えるという直感に反する結果もあ

り得ることが示されている。労働市場で買い手

独占の場合には，労働の限界費用に規模の経済

性があれば，雇用が増える。限界費用が下がる

原因は，賃金を高めると，求職者が増える，質

の高い求職者が増える，離職率を低める，など

である。このように，労働費用関数の形状によっ

て最低賃金が雇用に与える影響は異なる。一方

で，利潤は競争の様相にかかわらず必ず低下す

る。

南アフリカ農業は直面する労働市場が競争的

と断言できないが，恒常的に失業率が 25 パー

セントを上回って求職者が多く離職者が限定的
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な経済である。最低賃金引き上げが影響を及ぼ

す未熟練労働に関わる生産過程では，賃金が上

昇すると能力の高い求職者が増えたり，能力の

高い離職者が減るなどは考えにくく，労働の限

界費用に規模の経済性があるとは考えにくい。

よって，最低賃金引き上げは雇用量を減らすこ

とが期待される。その一方で，穀物など，作物

によっては大規模化と機械化によって未熟練労

働の集約度が低いために，最低賃金引き上げの

影響は小さいことも予想できる（注2）。また，生

産物市場は国際市場に連動しているため，生産

物価格に容易に上乗せできず，費用増は利潤圧

縮に帰結しやすいことも予想できる（注3）。

最低賃金引き上げが農家粗収益に与える影響

は，生産者理論においては利潤に与える影響と

質的に同じと考えてよい。完全競争下で最低賃

金が農業粗収入に与える影響を考慮するために，

資本と労働を使う CES 生産関数を想定する。

ここで K は資本，L は労働，βK, βL ∈（0, 1）

は生産要素重要度のパラメタ，ρ∈（0, 1）は限

界生産力逓減に関するパラメタ，ϕ∈（0, 1）は

規模の経済性に関するパラメタである。ここで

は ϕ ⩾ ρを仮定する。規模の経済逓減の仮定の

下，雇用者が利潤最大化問題を解いて求める雇

用と資本の量は，賃金 w と資本レンタル料 r

の関数として表現される。それらを目的関数に

代入すると生産物と生産要素の価格の関数であ

る供給関数が得られ，完全競争市場を想定する

と収入関数も生産物と生産要素の価格の関数と

して表した⑴を得る（注4）。

 ⑴

ここからも明らかなように，農業粗収益に対

して賃金は負の影響を与える。

完全競争下の最適な調整では，賃金上昇は雇

用量だけでなく資本量も減らすため生産が減少

する（注5）。完全競争に近い状態において，静学

的に最適な対応から外れて生産要素を変えずに

利潤圧縮だけで調整する場合には生産量は変わ

らない。価格上乗せによる調整をしない場合，

生産者はこれら 2 つの調整を混合させて調整す

ることが考えられるが，いずれも利潤が減少す

る。

不完全競争の場合，賃金を生産者が決めるた

め，政府から与えられた最低賃金がそれ以下だ

と利潤も雇用量も最低賃金の影響を受けない。

もしも，最低賃金が生産者の決める以上の水準

であれば利潤は低下する。不完全競争下で仮に

賃金上昇が雇用量を増やす場合，雇用労働が増

えるので生産量および農家粗収益は増える。

よって，完全競争下とは逆の結果となる。一方，
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不完全競争でも，労働限界費用に規模の経済性

がなければ，最低賃金引き上げは農家粗収益を

減らす。

Ⅱ　南アフリカの雇用環境と農業

南アフリカの主要な経済問題は 27.1 パーセ

ントにもなる高い失業率（2016 年第 3 四半期）

である（注6）。高い失業率の背景には機能障害の

ある労働市場がある。機能障害の原因としては，

求職者と雇用者のマッチング効率が低いことに

加えて，解雇が難しいこと，最低賃金規制，手

厚い社会福祉などがあるといわれる［Banerjee 

et al. 2008］。農業部門労働者について，図 C1

は最終学歴，図 C2 は職種，図 C3 は契約期間

を示している。ここに見られるように，農業部

門で雇用される労働者の学歴は歴史的に低い
（図 C1）。現在でも，農村で学校教育の質が低

いことの影響を受け，農業部門被用者の職種は

初歩的と分類されるものがもっとも多く（図

C2），被用者の 1/3 近くが日雇いや季節雇いの

労働者である（図 C3）。農業の雇用吸収力は

2014 年で全就労者の 4.6 パーセントと高くない

ために，農村での失業率は高止まりしている。

南アフリカの農業部門は，黒人やカラードの

非熟練労働賃金を抑える効果のあったアパルト

ヘイトからは，一定の恩恵を受けてきたといえ

る（注7）。アパルトヘイト後は，アフリカ民族会

議政権は所得上昇を望む黒人支持者に配慮して，

既述の雇用労働保護を導入したほか，農業では

常雇用への住居提供を促し，解雇後も住居提供

を義務化するなど，本来ならば政府が担うはず

図 1　A 地区と B 地区（2002 年）

（出所）GADM データ（version 3.6）より作成。

0 100km 200km

A

B
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の社会福祉支出を農場所有者に負担させてきた。

利潤や利他心などの動機から，農場所有者はこ

うした公的な要求だけでなく，子女の教育費用，

通勤費用，食料の現物供与などの労働者からの

私的要求にも応じてきた。しかし，2013 年の

大幅な最低賃金の引き上げ（2012 年の R1503.90

から 2013 年 R2274.82，51.26 パーセント），2018

年 5 月に導入された全国統一最低賃金（national 

minimum wage）の下では，長期的な常雇用減

少傾向に拍車がかかることが懸念される。生産

物価格への転嫁が難しいながら他部門に比べて

多くの社会福祉負担をしてきた農業部門にとっ

て，最低賃金負担の引き上げは農村の社会福祉

状況を低下させるきっかけになりかねない。最

低賃金規制の効果の解釈には，このような社会

経済背景をふまえることが求められる。

南アフリカで最低賃金は 2003 年 3 月初日に

導入された（注8）。南アフリカでは与党アフリカ

国民会議が伝統的に農村や貧しいタウンシップ

に票田をもっており，最低賃金制度改革はこう

した支持者にアピールするために実施されたと

考えられる。各産業で最低賃金は異なるが，

2003 年から 2007 年まで農業（注9）は A 地区（Area 

A）とよばれる都市部周辺と B 地区（Area B）

とよばれる農村部で異なる値が指定されている。

各自治体の地区区分を示した図 1 を一見してわ

かるように，数としては B 地区が多数で，大

都市近郊自治体は A 地区に分類されている。

ただし，A 地区は都市近郊を越えて農村部に

も広がり，農業生産地として B 地区との違い

が少ない場所も多い。2008 年以降，地区別の

最低賃金は解消され，農業の最低賃金は統一さ

れた。導入当初，A 地区では時給 4.10 ランド，

月給 800 ランド，B 地区では時給 3.33 ランド，

月給 650 ランドであった。最低賃金率は 2 ～ 3

年に一度改訂されるが，その間はインフレー

ションを考慮して一年ごとに増加するように設

定されている。図 2 は最低賃金を 2003 年から

2008 年まで示している。名目では各地区とも

に急速に増えている一方，実質では B 地区は

増えているものの A 地区では比較的安定して

いる。とくに，地区別の最低賃金を統一するこ

とが決まった 2006 年以降は B 地区の名目賃金

の上昇率は高まり，実質賃金も高まって 2007

年には A 地区との差が縮小している。2008 年

に一気に格差をなくすと混乱が発生しかねない

ため，徐々に格差を縮めているためである。図

からは B 地区，つまり，より辺境で貧しい地

区のほうが最低賃金引き上げの影響が強いこと，

最低賃金引き上げの大半が本稿で扱う 2007 年

までに済んでいることがわかる。最低賃金引き

上げに対応して，農業の平均賃金も上昇してい

表 1　労働条件基本法による最大の課徴金

違反履歴 最大課徴金額
なし 利子を含む未払い分の 25%
過去 3 年間に 1 件 利子を含む未払い分の 50%
過去 1 年間に 1 件，過去 3 年間に 2 件 利子を含む未払い分の 75%
過去 3 年間に 3 件 利子を含む未払い分の 100%
過去 3 年間に 4 件以上 利子を含む未払い分の 200%

（出所）Basic Conditions for Employment Act, 1997, Table 2.
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る。労働力調査を用いた Garber et al.［2015, 

Table A.1］の計算によると，2003 年から 2007

年まで名目平均賃金率は A 地区では 24.55（実

質で 1.5）パーセント，B 地区では 42.32（同

15.99）パーセント増加している。B 地区の賃金

上昇率が高いのは，最低賃金引き上げ幅がより

大きかったことも原因となっていると考えるべ

きである。

B 地区で最低賃金引き上げ幅が大きかったの

は，各地区の生産や作物の動向とは関係なく，

外生的に決められたと考えてよい。労働省の審

議会である雇用状況委員会資料に拠れば，B 地

区の農家らは A 地区の最低賃金を廃止して B

地区の最低賃金に統一するよう公聴会で主張し

ている。A 地区の農家らは B 地区の最低賃金

を廃止して A 地区の最低賃金に統一する代わ

りに，雇用を守るために B 地区農家に対し引

き上げ分を補助金支給するよう主張している。

農業労働者の一部は雇用が失われてまで最低賃

金引き上げは望まないとの発言をしているが，

その他の農業労働者は引き上げ，労働省や雇用

状況委員会は統一が必要だと主張している
［Employment Conditions Commission 2006, 15; 38-

39; 43］。最終的には，各地区の農家の主張は取

り入れられずに，最低賃金は補助金なしで A

地区の最低賃金水準に統一された。本論文では

2007 年に実施された商業農業調査（2006 年 3 月

～ 2007 年 2 月までの生産分）を使ってその効果

を捕捉する。

最低賃金規制が影響をもつためには，規制に

効力がなければならない。Ashenfelter and 

Smith［1979］が指摘したように，規制に違反

図 2　最低賃金率（時給）

（出所）Government Gazzette 24114, 28518 より作成。
注： 値・線は最低賃金。実質化には StatsSA の消費者物価指数（2000 年 =100）を用

いた。
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することの費用が低ければ，規制を守る誘因は

減る。しかし，効力があったかどうかは先見的

に決めつけるのではなく実証的に検証すべきで

あろう。以下で示すように，先行研究では最低

賃金規制は一定の効果があったと実証的に示さ

れている。このため，本稿もそれら成果に倣い，

規制の効力が不完全ながらもあったときにどの

ような影響を与えたかを検証する，という考え

方で検討を進める。

南アフリカでは，1997 年制定の労働基本条件

法（表 1，Basic Conditions for Employment Act, 

Table 2）によると，違反常習者（過去 3 年に 4

件以上）は最終的に 3 倍もの支払い義務が発生

するが，違反を指摘されてから訴追されるまで

合計 3 回の書状警告と合計 63 日間の猶予があ

ることに加え，初回違反者は賃金の 25 パーセ

ントの罰金であり，かつ，摘発確率が低いため

に規制の効力は低いといわれる［Bhorat et al. 

2017］。規制の効力を決めるのが摘発確率と懲

罰だとすれば，人々が粗放に居住し，違反を訴

えることのできない不法移民就労者が多い地区

では，規制を遵守している雇用者数が減ると考

えられる。その一方で，国内に留まる南アフリ

カ国籍の労働者を雇っている限り，最低賃金規

制の効力は低くないと考えられる。本論文は，

現行違反摘発体制下での最低賃金規制が生産者

にどのような影響を与えるか，という「治療意

図に基づく効果」（intention-to-treat effects）を

推計していると解釈する。

違反行為の罰則には罰金以外にも社会的圧力

がある。違法行為をすると，農村社会では多く

の住人がその事実を知ることになる。農場経営

者が最低賃金を遵守しないと，短期的には利益

を得ることができるかもしれない。しかし，時

間が経つにつれて雇用された労働者が法的に保

証された支払いを求めるようになるだけでなく，

欺かれていたと感じる労働者の労働意欲は低下

する可能性が労働経済学の贈り物交換（gift 

exchange）［Akerlof 1982］や行動経済学の最後

通牒ゲーム（ultimatum game）で指摘されてい

る［Güth et al. 1982; Camerer and Thaler 1995; 

Fehr and Gächter 2000］。

さらに，同業者からは競争ルールの違反者と

して情報共有や便宜斡旋などのネットワークか

ら排除されかねず，長期的な利益を失う可能性

がある。よって，最低賃金規制の効力が弱くな

る条件は，雇用者の入退出（ターンオーバー）

が激しかったり，同業者ネットワークが未発達

であったり，被用者が不法移民などが考えられ

る。南アフリカ農業部門は家族経営が多く，家

族の資産を守る意識が強いことから入退出は緩

慢である。さらに，過疎地にあっても農場経営

者同士は密接なネットワークを形成しているこ

とが多く，違法行為が探知されることの費用は

高い（注10）。

実証研究では規制に一定の効力があったと指

摘されている。家事手伝いは書類などの証拠も

残らない相対取引であることから最低賃金規制

違反の費用が低い業種であるが，労働力調査で

観察される支払賃金からは，歴史的に低い賃金

を支払っていて最低賃金規制が強い影響をもた

らした地区でも，規制が遵守されていることが

確 認 さ れ て い る［Dinkelman and Ranchhod 

2012］。同じく労働力調査を用い，農業部門就

労者と非農業部門就労者を比較した研究では，

最低賃金規制導入後は農業部門就労確率が低下

すること，正規契約が増えること，就労し続け

る労働者の労働時間は増えること，いずれも最
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低賃金以下で就労している人数が多い地区ほど

その効果が大きいことなどが示されている
［Bhorat et al. 2014］（注11）。独自のサンプル調査を

用いてブドウやサトウキビに対象農家を絞った

研究でも，雇用に負の影響を見出している
［Conradie 2005; Murray and van Walbeek 2007］。

このように，南アフリカでは，違反摘発の効力

に疑問は残るが，規制が遵守されている部門も

あるため，社会的圧力，雇用者の遵法意識や利

他心などが効力をもっている可能性がある。

なお，本論文では最低賃金規制の完全な遵守

を仮定していないことを強調しておきたい。本

論文の推計が利用するのは，遵守が不完全なが

らも敷かれた最低賃金規制によって，B 地区で

の最低賃金引き上げ幅が A 地区よりも高くな

り，実際に支払われた平均賃金率も B 地区の

ほうが上昇率が高かったという事実である。本

論文の関心は，最低賃金引き上げ幅がより高

かった B 地区において，生産が A 地区に比し

て負の影響をより強く受けたかにある。よって，

遵守率がゼロでない限り，その高低は推計方法

と無関係である。遵守率が影響するのはなんの

効果を計測したかという推計値の解釈である。

ここでは不完全な遵守の下でも観察された効果

をとらえていると付記しておきたい。治療意図

に基づく効果とは，遵守率が不完全ながらも政

策が与えた効果をとらえる概念であり，本論文

もこの効果を推計していると解釈している。

Ⅲ　推計

1．推計式の導出

後述するように，本論文で利用可能なデータ

は利潤ではなく農業粗収益である。よって，本

論文では以下の⑵式を推計式の出発点に設定し，

それを変形して得られる⑶式を使って最低賃金

の影響を検討する。本節では⑶式を使った最低

賃金引き上げの効果推計値は一致性をもつこと

を 示 し， 付 論 B で は Hamermesh［1986］，

Oreopoulos［2004］に依拠してどのような仮定

の下で⑶式が生産者理論で求めた⑴式と整合的

か検討し，生産者理論に基づいて推計値を解釈

できることを示す。

⑵式は最低賃金の影響に関する実証研究でよ

く用いられる特定化である。

 ⑵

yilt は地域 i の t 期の農作物 l からの農業粗収

益の実質値（1993 年価格），DBi は地域 i が B 地

区に含まれると 1，そうではない場合は 0 の値

を と る 二 項 変 数，D93，D02，D07 は そ れ ぞ れ

1993 年，2002 年，2007 年に 1 の値をとり，そ

れ以外の年は 0 の値をとる 2 項変数，xit は天

候やマクロ経済変数など，農業粗収入に影響す

るその他変数のベクター，ci は地域 i の固定効

果，cl は農作物 l の固定効果，uilt は平均ゼロ

の iid 攪乱項である。この定式化では，各年に

全体と B 地区で生産がどのように変化したか

を平均的にとらえることができる。最低賃金引

き上げ幅が大きかったのは 2002 ～ 2007 年の B

地区なので，DBiD07 が 1 となって d3B がその効

果を示すことになる。もしも負の影響があれば

d3B < 0 である。

⑵式ではε［DBici］≠ 0, ε［DBicl］≠ 0 となって

OLS が一致推計量とならない可能性があるた

め，時間に関する一階差分Δxt = xt − xt − 1 を
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とって ci, cl を除去する（注12）。議論に支障がない

ことから，以下では添え字 l を省略する。

 ⑶

D9302 は 1993 年～ 2002 年の期間に 1，それ以

外の時期は 0 の値をとる二項変数，D0207 は

2002 年～ 2007 年の期間に 1，それ以外の時期

は 0 の 値 を と る 二 項 変 数 で あ る。 ⑵ 式 の

b2D0207, b3D9302 はそれぞれ，d2D03 − d1D93, d3D07 

− d2D03 に対応する項であり，B 地区ダミーと

の 交 差 項 b1BDBiD9302, b2BDBiD0207 も 同 様 に

d2BDBiD02 − d1BDBiD93, d3BDBiD07 − d2BDBiD02 に

対応している。b1, b1B は 1993 年～ 2002 年期間

の平均的変化と B 地区の平均的変化からの乖

離，b2, b2B は 2002 年～ 2007 年期間の平均的変

化と B 地区の平均的変化からの乖離，と農業

粗収益との結びつきを示している。つまり，⑶

式では農業粗収益の実質値変化を A 地区と B

地区の期間ごとのトレンドに分解している。

第Ⅱ節で示したように，本論文の取り上げる

最低賃金統一にともなう B 地区での最低賃金

引き上げは農業生産に関わりなく実施されたた

め，自然実験としての性質が強く，⑶式のよう

な一階差分推計量は一致推計量となることが期

待できる。最低賃金引き上げの効果を識別する

ために課す仮定は，現実に反して最低賃金が引

き上げられなかった場合，2002 ～ 2007 年期の

実質生産量変化が両地区で共通のトレンドに従

う，ということである（注13）。つまり，B 地区が

A 地区と異なる生産動向を示すのは，すべて

最低賃金引き上げが原因と仮定する。強い仮定

であるが，この仮定を採用するのは 2 つ理由が

ある。1 つ目は，実験的な政策実施が不可能な

場合でも政策効果を知る必要がある場合に，し

ばしば採用される次善の実証方法であることで

ある。つまり，所与のデータにおいては最善の

実証方法である。2 つ目は，この仮定には一定

の現実妥当性があることである。最低賃金は

2005 年下半期までは両地区でほぼ平行に推移

しており（図 2），2006 年に最低賃金が引き上

げられなければ，生産が最低賃金に影響される

という帰無仮説の下では，生産もそのまま共通

トレンドに従うことが期待できる。資本レンタ

ル率は両地区で共通であり，生産物も統合され

た市場で同じ価格に面するため，気候条件と各

農作物の特性を所与とすれば，資本と労働の投

入が両地区で異なる理由はなく，生産も両地区

で共通のトレンドに従うはずである。よって，

気候条件と農作物ごとの多様性を制御できれば，

一階差分推計量の識別仮定が満たされると期待

できる。本論文では共変数として気象変数を加

え，農作物グループごとの効果の多様性を考慮

して農作物グループごとの効果も推計する。

A 地区と B 地区の生産が共通のトレンドを

有しているという識別仮定の下では d1B, d2B は

それぞれ 0 である。1993 ～ 2002 年期間で考え

ると⑶式では b1B = 0 と同じである（注14）。最低

賃金引き上げによって B 地区のトレンドが A

地区のトレンドと乖離したか検定するとき，帰

無仮説は最低賃金引き上げは雇用への効果なし，

つまり，d3B = 0，なので，⑶式では b2B = 0 の

検定である。付論 B に見るように，理論値で

は d3B < 0，つまり，b2B < 0 となるので，雇用

への影響がある場合には負の値にならないかを

帰無仮説として検定するのが自然である。この

ように，本論文がもっとも注目するのは b2B が

負値にならないかである。
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以上に加え，最低賃金の影響を推計するとき，

以下の推計上の課題も見出すことができる。

同時�性：最低賃金は経済の可処分所得や雇用量

などに対応して決められる。その過程で資

本費用 r にも影響される。よって，最低賃

金は資本費用を通じて景気循環と相関をも

つ可能性がある。この場合，景気変動によ

る労働需要変化と最低賃金の効果を分離で

きない。本論文では GDP 成長率を加える

ことで，景気循環の影響を分離することを

試みる。

測定�誤差：最低賃金規制は完全に遵守されてい

ない可能性がある。よって，先に議論した

ように，推計量は治療意図に基づく推計量

と解釈すべきである。

欠落�変数：⑴式の a には人的資本が含まれるの

が普通なため，雇用量は人的資本によって

影響を受ける。このため，職種ごとに労働

を算出するか，人的資本を加えることが望

ましい。本論文は二重差分（DID）推計に

よって，各地域の固定的な特性と全国共通

のトレンドを制御する。よって，各地域の

人的資本量が同じトレンドで変化するとい

う仮定の下，欠落変数の影響を制御したと

解釈する。

効果�多様性：最低賃金規制は最低賃金近傍水準

の賃金を得ている労働者に影響をもっとも

与えやすい。よって，賃金水準ごとの影響

を見ることが望ましい。低賃金産業の代表

としてケアホーム労働への最低賃金規制の

効果を検討した研究によれば，最低賃金規

制が遵守された結果，雇用量が減少したこ

とが示されている［Machin et al. 2003］。本

論文では作物や地域ごとの労働が異質であ

る可能性に配慮するためにも，地域および

作物ごとの多様性を許容して推計する。

ここまでは⑶式の計量経済学的な根拠を議論

してきたが，生産者の最適化行動からも意味付

けることができる。生産者の利潤最大化をもた

らす供給関数では，資本のレンタル料変化が均

一で，賃金変化は地区ごとに均一であると仮定

すると，2002 ～ 2007 年期間の B 地区の係数

b2B は負値となる。生産者理論に依拠すれば賃

金上昇が供給量を減らすという直感に沿う結果

が得られ，推計式⑶は理論と整合的な特定化で

あることを確認できる。推計式の生産者理論的

な裏付けについては付論 B を参照のこと。

2．データ

本論文で用いるデータは南アフリカ統計局の

商業農業調査（Census of Commercial Agri-

culture, 1993, 2002, 2007 年版）で，2002 年版以

前は最低賃金導入前，2007 年版は最低賃金統

合時の引き上げの大半が終了した 2007 年 3 月

直前の 2007 年 2 月までの情報が収録されてい

る。よって，2007 年版とそれ以前の生産動向

を比較すれば，最低賃金引き上げの影響を観察

で き る。 観 察 単 位 は 地 方 自 治 体（Local 

Municipality）であり，その中心地（Main Place）

が地名として報告されている。すべての年で報

告されている経済変数は農業粗収益（gross 

agricultural income），生産量，耕作面積である。

費用は最初の 2 年のみ報告されている。同じ作

物でも価格は異なるために価格情報は報告され

ていないが，農業粗収益と生産量から単位当た

り価値（＝農業粗収益 / 生産量）を計算できる
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ので，価格や付加価値の代替指標として用いる。

本データには農業粗収益 30 万ランド未満の零

細農家は調査対象に含まれていないが，零細農

家の多くは自家労働のみで生産しているため，

最低賃金規制の影響を直接受けない。よって，

データは最低賃金規制の直接的影響下にあるほ

ぼすべての農家・農場を母集団にしていると考

えてよい。地方自治体で生産される作物は多岐

にわたるが，作物ごとのデータには欠損もある

ため，商業農業調査の中区分である農産物グ

ループの区分で合計した値を用いる。各年ごと

に農産物グループに含まれる作物は異なるが，

各地域で共通して変化しているために，同一比

率で変化すると仮定すれば一階差分推計で集計

範囲の変化を制御可能である。商業農業調査

データは紙媒体をスキャンして電子化し，誤読

み取りを Perl を用いて統一的に訂正した。

農業データの他に，気象条件を制御するため

に各地の気象変数，景気変動を制御するために

マクロ経済変数を用いる。気象データは米国商

務省海洋大気局（NOAA）から南アフリカの気

象台情報（計 297 箇所）をダウンロードした。

気象データは日ごとの計測値であるが，欠損値

も含むことからできる限りのデータを用いるた

めに年ごとの統計値として計算し直した。分析

に用いるのはもっとも長く観察できる気温変数

で，その統計値は年間平均と年間標準偏差であ

る。農業データの地名すべてを https://www.

latlong.net/ で検索して GIS 座標を得て，各地

域についてもっとも近い気象台の情報と接合し

た。同じ地名が複数ある場合には地図で確認し

て GIS 座標を特定した。マクロ経済変数とし

て は IMF の International Financial Statistics

から，GDP 成長率を用いた。

上記の特徴のデータを考慮すると，本論文は

先行研究に比して以下の特色が期待できる。第

1 に，類似した生産技術をもつ生産物グループ

ごとの比較が可能なため，効果の多様性を許容

できる。第 2 に，生産者情報を使うために，最

低賃金引き上げの生産への影響を検討すること

ができる。南アフリカの既存研究では労働力調

査など供給側の情報を用いていた。既述のとお

り，雇用量調整は調整方法のひとつでしかなく，

最低賃金引き上げの影響を取り逃している可能

性がある。さらに，家計による賃金所得申告に

は誤差が大きいという短所もある。既存研究に

も生産者情報を用いた研究もあるが，標本サイ

ズが小さく，かつ，特定地域の特定作物のみを

対象としていた。商業農業調査は生産者情報を

提供して利潤圧縮や価格上乗せなどの調整を検

討できるほか，全国規模での代表性がある。第

3 に，国際市場動向に影響されやすい生産物は

価格への上乗せ（pass through）が困難なので，

利潤圧縮や雇用量減少による調整が起きやすい。

これは支払いが制度的に固定された社会福祉

サ ー ビ ス 部 門 を 扱 っ た 研 究 と 同 じ で あ る
［Machin et al. 2003］。よって，利潤や生産量へ

の効果がより強く出ることが期待でき，所与の

標本の大きさにおいて効果（が本当にある場合

は）検出できる可能性，つまり，検定力が高ま

る。

推計の前に⑶式の結果変数である作付面積と

農業粗収益を概観する。図 3 では，作付面積（ha）

の変化を散布図で示している。上の図が 1993

～ 2002 年，下の図が 2002 ～ 2007 年，左の列

が A 地区，右の列が B 地区である。点は各地

域の作物グループを示す。2007 年の値は 2006

年 3 月～ 2007 年 2 月の生産分であり，最低賃
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金統一に向けて B 地区の最低賃金引き上げが

加速していた時期の影響を示している。ノンパ

ラメトリック回帰線が示すように，多くの点が

45 度線上に近く，2002 ～ 2007 年の B 地区は

その他の図に比べて似た分布をしている。この

ことから，最低賃金引き上げによって作付面積

は大きな影響を受けなかったことが分かる。図

4 は農業粗収益（単位：1000 ランド）を同様に

散布図として描いたものである。ここでも B

地区の 2002 ～ 2007 年の農業粗収益が A 地区

よりも顕著に変化したことは見て取れない。こ

れらからは，生産者に対する最低賃金引き上げ

の効果は僅少であったことが予期される。ただ

し，作物グループごとに変化は異なることが見

て取れるため，効果の多様性を確認するために

は描図だけでなく推計する必要がある。

表 2 は推計に用いるデータの記述統計である。

商業農業調査に含まれる自治体数は 398，うち

図 3　作付面積の変化，A 地区 vs. B 地区

（出所）商業農業調査 1993，2002，2007 版。
注：  列は（A 地区，B 地区）×（1993 − 2002 年比較，2002 − 2007 年比較） という組み合わせを列方向に地区，行

方向に期間を分けて散布図を描いた。各図中の実線はノンパラメトリック回帰線（loess, span ＝ 0.75），グレー
部分は 95% 信頼区間。直線は 45 度線。
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B 地区が 338 である。欠損値によってパネルを

構成する自治体数は 137，うち B 地区が 112 に

減るが，作物グループが複数あるために最終的

な標本サイズは 538，1993 ～ 2002 年分が 62，

2002 ～ 2007 年分が 476，うち，後者のなかの

B 地区の標本が 393（82.56 パーセント）であ

る（注15）。1993 ～ 2002 年，2002 ～ 2007 年 は

1993 ～ 2002 年，2002 ～ 2007 年の期間ダミー，

B 地区は統合前の最低賃金が相対的に低い農村

地域のダミー変数，B地区*2007はB地区ダミー

と 2002 ～ 2007 年期間ダミーの交差項である。

粗収入単位は 100 万ランド，耕作面積単位は

1000km2，生産量単位は 1000 トン，単位あた

り価値（1000 ランド / トン）はキロあたり粗収

入額，GDP 成長率はパーセント単位で，実質

収入（100 万ランド , 1993 年価格）と単位あたり

価値（1000 ランド / トン , 1993 年価格）は消費者

物価指数により実質化した。

図 4　実質農業粗収益の変化，A 地区 vs. B 地区

（出所）商業農業調査 1993，2002，2007 版。
注：  列は（A 地区，B 地区）×（1993 − 2002 年比較，2002 − 2007 年比較） という組み合わせを列方向に地区，行

方向に期間を分けて散布図を描いた。各図中の実線はノンパラメトリック回帰線（loess, span ＝ 0.75），グレー
部分は 95% 信頼区間。直線は 45 度線。実質化には消費者物価指数を用いた。
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Ⅳ　推計結果

表 3 は農業粗収益に与える作物と地区の固定

効果推計値の結果である。すべての特定化で実

質農業粗収益を被説明変数として用いている。

⑴は一階差分推計で最小限必要な変数のみを用

いた特定化である。2002 ～ 2007 年が b2 に当た

るが，同期間の負の収入変化を示している。B

地区× 2002 ～ 2007 年が b2B であるが，点推計

値は負だが p 値（推計値がゼロである確率）が

67 パーセントと高い。b1B は正の点推計値だが

p 値は 20 パーセントなので第 1 期は両地区の

トレンドが同じであり，一階差分推計量の識別

仮定を支持する傍証となっている。⑵は気温の

平均値と標準偏差を加えて推計しているが，

b2B は負で p 値は大きい。⑶は⑴に作物多様性

を許容するために作物ごとの効果を推計してい

る。B 地区においては，2002 ～ 2007 年期に飼

料作物（p 値＝ 10%）と豆類（p 値＝ 6%）が負

の変化を示している。つまり，これらの作物に

ついては，B 地区で最低賃金が引き上げられて

A 地区よりも実質農業粗収益が減少している。

その他の作物は最低賃金引き上げの効果は認め

表 2　記述統計

変数 最小 25% 分位 中央値 75% 分位 最大 平均 標準偏差 0 欠損 n
1993 ～ 2002 年 0 0 0 0 1 0.1 0.3 476 0 538
2002 ～ 2007 年 0 1 1 1 1 0.9 0.3 62 0 538
B 地区 0 1 1 1 1 0.8 0.4 100 0 538
B 地区 2007 0 0 1 1 1 0.7 0.4 145 0 538
GDP 成長率（％） 1.7 1.7 1.7 1.7 2.3 1.8 0.2 0 0 538
気温変化平均値 −8 −1.6 −0.4 0.1 7.5 −0.7 1.6 0 0 538
気温変化標準偏差 −7.5 −0.2 0.3 0.8 27.2 0.4 3.0 0 0 538
耕作面積（km2） 0 1.3 6.2 31 1466.1 43.4 121.8 0 0 538
生産量（1000 トン） 0 0.8 4.1 17 2205.2 33 134.4 0 0 538
単位あたり価値

（R1000/ トン） 0 1.1 1.4 1.9 12.9 1.6 1.3 0 0 538

単位あたり価値
（R1000/トン，1993年価格） 0 0.5 0.6 0.8 6.8 0.7 0.6 0 0 538

収入（R100 万，各年価格） 0 1 6.2 24.3 1030 31.2 80.5 0 0 538
実質収入

（R100 万，1993 年価格） 0 0.4 2.6 10.6 435.3 13.6 35.6 0 0 538

（出所）商業農業調査 1993，2002，2007 版より作成。
注 1： 1993 ～ 2002 年，2002 ～ 2007 年は 1993 ～ 2002 年，2002 ～ 2007 年の期間ダミー，地区 B は統一前の最低賃

金が相対的に低い農村地域。137 の自治体のうち 112（81.75%，うち 2002 ～ 2007 年期が 20.54%）が地区 B に
属する。B 地区 *2007 は B 地区ダミーと 2002 ～ 2007 年期間ダミーの交差項。耕作面積は平方 km 単位，生産
量は 1000 トン単位，収入は農業粗収益（100 万ランド単位），実質収入は農家実質粗収入（100 万ランド単位，
1993 年価格），単位あたり価値は収入 / 生産量（1000 ランド / トン単位）はパネル最終年度を除いた値。GDP
成長率は % 単位。実質収入と実質単位あたり価値は消費者物価指数により実質化。気温変化平均は年平均気
温変分の平均値（華氏），気温変化標準偏差は年平均気温変分の標準偏差（華氏）で，各地域にもっとも近い
気象台の数値。

注 2：標本単位は地方自治体もしくはその中心地。
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表 3　農業粗収益の変化，A 地区 vs. B 地区，一階差分推計値
説明変数 （1） （2） （3） （4） （5） （6）

1993-2002 年（b1） -0.373 -0.384 1.473** 1.505** 1.513**
（60.7） （59.5） （1.6） （2.2） （2.0）

2002-2007 年（b2） -0.294** -0.308** -0.400** -0.419** -0.391** -0.02
（2.9） （2.7） （1.3） （1.1） （1.4） （97.0）

B 地区× 1993-2002 年（b1B） 1.041 0.935 0.997 0.974 0.965
（19.7） （25.3） （22.4） （24.5） （26.3）

B 地区× 2002-2007 年（b2B） -0.066 -0.088 0.060 0.044 0.064 -0.788
（67.2） （57.3） （72.7） （79.5） （71.2） （20.9）

多年生× 1993-2002 年× B 地区 0.167 0.074 1.468
（87.1） （94.0） （31.9）

柑橘類× 1993-2002 年× B 地区 -1.238* -1.270* -1.661**
（7.5） （9.3） （4.6）

落葉生× 1993-2002 年× B 地区 -2.376*** -2.403*** -2.410***
（0.0） （0.0） （0.0）

亜熱帯× 1993-2002 年× B 地区 -2.604*** -2.653*** -2.628***
（0.0） （0.0） （0.3）

野菜× 2002-2007 年× B 地区 0.157 0.161 0.146
（39.9） （38.7） （47.7）

飼料× 2002-2007 年× B 地区 -0.389 -0.398* -0.561*
（10.0） （9.4） （9.0）

多年生× 2002-2007 年× B 地区 -0.252 -0.256 -0.120
（43.5） （44.1） （69.7）

柑橘類× 2002-2007 年× B 地区 0.498 0.498 0.418
（26.1） （25.8） （28.3）

落葉生× 2002-2007 年× B 地区 0.135 0.144 0.081
（66.4） （64.3） （79.8）

亜熱帯× 2002-2007 年× B 地区 -0.019 -0.028 -0.066
（96.2） （94.6） （87.7）

豆類× 2002-2007 年× B 地区 -0.508* -0.487* -0.581**
（6.2） （6.7） （2.7）

油種× 2002-2007 年× B 地区 -0.003 0.006 -0.006
（98.3） （96.3） （96.1）

気温変化平均値 -0.044 -0.044 0.015 -0.044
（31.2） （28.1） （79.1） （31.2）

気温変化標準偏差 0.015 -0.006 0.000 0.015
（61.7） （80.9） （99.0） （61.7）

GDP 成長率（%） -16.555
（59.5）

GDP 成長率（%）× B 地区 40.308
（25.3）

生産物グループ×気温変数 yes-R2 0.057 0.057 0.093 0.091 0.091 0.057
うち 1993-2002 年 62 62 62 62 62 62
うち 2002-2007 年 476 476 476 476 476 476
標本サイズ 538 538 538 538 538 538

（出所）商業農業調査 1993，2002，2007 版より推計。
注 1： 被説明変数は地域の作物グループ農業粗収益実質値。Area B は最低賃金が相対的に低く，2007 年での引き上げ幅が大きかっ

た地域。112 の自治体（全自治体の 81.75%）が Area B に属する。農業粗収益単位は 100 万ランドで自然対数に変換した。
実質化には消費者物価指数を用いた。作物グループの内訳と標本サイズは以下のとおり。作物グループ・ダミー変数でのデ
フォルト・グループは冬期穀物（winter cereals, 84），夏季穀物（summer cereals, 100），その他の作物グループは野菜

（vegetables, 86, 2002-2007 のみ），ナッツ，茶（nuts, tea, 3），多年生（perennials, 21），柑橘類（citrus, 48），落葉性（deciduous, 
54），飼料（fodder crops, 46, 2002-200 のみ），豆類（legumes,18, 2002-2007 のみ），油種（oil seeds, 58, 2002-2007 のみ），亜
熱帯（subtropical, 20）。気温変化平均値と気温変化標準偏差は各地区の中央地点（centroid）にもっとも近い気象台で日ご
とに記録された気温の年間平均と年間標準偏差。夏季穀物はトウモロコシやソルガムなど，冬季穀物は小麦や大麦など。

注 2：標本単位は地方自治体 Local Municipality もしくは中心地 Main Place。
注 3： 一階差分推計量 first-difference estimator に地方自治体レヴェルでクラスターした頑健標準誤差を用いた。括弧内は p 値

の 100 分位表示。
注 4：*，**，*** は p 値が 10%，5%，1% 未満であることを示す。
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られない。⑷は⑶に気候変数を加えた特定化で

あるが，気候変数は p 値がいずれも大きく統計

学的にゼロと区別できない。⑶から⑷まで，p

値は小さくないながらも飼料作物と豆類への負

の効果は変わらない。⑸は⑷に作物グループと

気候変数の交差項を加えているが，推計値はほ

ぼ⑷と同じである。⑹ 1999 ～ 2002 年に関わる

変数の代わりに GDP 成長率を含めた推計であ

るが，GDP 成長率に関する推計値の精度は低

く，b2B の推計値も統計学的にはゼロと区別で

きない。作物ごとに異なる効果を許要すると，

一部作物で最低賃金引き上げの負の影響が観察

されるが，その他の作物では影響が見られない。

最低賃金規制負担がより大きかった B 地区

では，一部作物を除いて，その影響は点推計値

が負ながら p 値が大きい。つまり，2002 ～

2007 年期の B 地区の農業粗収益トレンドは A

地区に比して落ち込んでいるとはいえない。一

方で，表 4 に示したように，飼料作物，豆類，

野菜類など一部作物を除き，B 地区での生産水

準がトレンドに比して落ち込んでいない。ここ

からは最低賃金引き上げが不完全競争を通じて

生産量を変える経路は働かなかったと考えるこ

とができる。

生産が落ち込んでいない作物は 3 つのタイプ

が考えられる。1 つ目は，機械化が進んで未熟

練労働をわずかにしか雇用していない作物であ

る。これは穀物に多く，商業農業では機械と少

人数の熟練労働で大規模に耕作している。この

場合は利潤は影響を受けないと考えられる。2

つ目は，未熟練労働を機械で代替することが容

易な作物である。賃金上昇がきっかけとなって

資本代替が進むと，生産者理論では生産量も減

ることが示されているが，統計的に検出できる

ほど生産量を減らさなかったことも考えられる。

この場合も利潤は大きく減らなかった可能性が

ある。3 つ目は，未熟練労働を容易に解雇でき

ず，利潤圧縮によって生産水準を維持した作物

である。多年生作物，果樹（ブドウなどの落葉

果樹類，柑橘類，亜熱帯果樹類，ナッツ類，茶類）

など，特定の作業工程で未熟練労働を必須とす

る作物がこれにあたる。最低賃金引き上げの価

格への上乗せがないと，雇用維持（利潤圧縮）

という無調整や資本代替（雇用量減少）による

調整はいずれも利潤を減少させる。そこで単位

当たり価値への影響を推計したのが表 5 である。

推計式の特定化は表 3 と同様である。ここでは

最低賃金引き上げ後に，飼料作物，野菜，油種

作物，柑橘類を除いて B 地区では単位当たり

価値に変化はない。このため，柑橘類を除くと，

多年生作物や果樹では価格上乗せによる調整は

認められず，平均的には利潤圧縮や資本代替（雇

用量減少）による調整が行われたと考えられる。

飼料作物，野菜，油種作物，柑橘類は，最低

賃金引き上げとともに B 地区で単位当たり価

値が高まった。飼料作物では実質農業粗収益や

生産量が減少しながらも，後者の減少量がより

大きいために，単位当たり価値は増えている。

つまり，生産量を減らしながらも単位当たり価

値をより高めている。野菜は生産量と耕作面積

が減りながら単位当たり価値が増えることで，

実質農業粗収益を変えていない。油種作物は実

質農業粗収益が不変で，p 値が大きいながらも

生産量は減っているため，単位当たり価値は高

まっている。柑橘類は p 値が大きいながらも生

産量以上に実質農業粗収益が増えたため，単位

当たり価値は高まっている。これらの作物は高

付加価値化したと考えてよいであろう。一般に，
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表 4　生産量変化，A 地区 vs. B 地区，一階差分推計値

説明変数 （1） （2） （3） （4） （5） （6）
1993-2002 年（b1） -0.550 -0.558 1.343 1.398 1.526

（44.3） （43.7） （13.2） （14.3） （14.6）
2002-2007 年（b2） -0.134 -0.134 -0.046 -0.051 -0.057 0.284

（36.3） （37.6） （77.8） （75.9） （72.7） （60.5）
B 地区× 1993-2002 年（b1B） 0.993 0.927 0.714 0.732 0.699

（21.1） （25.0） （39.3） （38.8） （42.1）
B 地区× 2002-2007 年（b2B） 0.055 0.047 0.170 0.169 0.182 -0.647

（73.7） （77.3） （32.3） （32.2） （28.9） （29.5）
多年生× 1993-2002 年× B 地区 -0.883 -0.913 -0.597

（29.6） （28.7） （58.9）
柑橘類× 1993-2002 年× B 地区 -0.673 -0.724 -1.216

（45.5） （45.4） （26.0）
落葉生× 1993-2002 年× B 地区 -2.804*** -2.865*** -3.006***

（0.0） （0.1） （0.3）
亜熱帯× 1993-2002 年× B 地区 -1.682* -1.732* -1.730*

（9.3） （8.9） （19.2）
野菜× 2002-2007 年× B 地区 -0.381** -0.381** -0.354**

（1.8） （1.9） （4.7）
飼料× 2002-2007 年× B 地区 -0.818*** -0.821*** -0.974***

（0.0） （0.0） （0.1）
多年生× 2002-2007 年× B 地区 0.009 0.009 0.029

（97.0） （96.9） （91.1）
柑橘類× 2002-2007 年× B 地区 0.154 0.153 0.101

（68.3） （68.5） （76.5）
落葉生× 2002-2007 年× B 地区 -0.057 -0.057 0.028

（86.1） （86.2） （93.6）
亜熱帯× 2002-2007 年× B 地区 -0.430 -0.433 -0.415

（21.5） （21.3） （22.8）
豆類× 2002-2007 年× B 地区 -0.547** -0.542** -0.561**

（2.9） （2.9） （1.8）
油種× 2002-2007 年× B 地区 -0.120 -0.117 -0.118

（28.7） （29.6） （33.2）
気温変化平均値 -0.008 -0.009 -0.004 -0.008

（85.6） （84.1） （93.9） （85.6）
気温変化標準偏差 0.015 -0.008 -0.019 0.015

（60.4） （74.5） （55.1） （60.4）
GDP 成長率（%） -24.069

（43.7）
GDP 成長率（%）× B 地区 39.971

（25.0）
生産物グループ×気温変数 yes-R2 0.009 0.007 0.077 0.074 0.076 0.007
うち 1993-2002 年 62 62 62 62 62 62
うち 2002-2007 年 476 476 476 476 476 476
標本サイズ 538 538 538 538 538 538

（出所）商業農業調査 1993，2002，2007 版より推計。
注 1：被説明変数は地域の作物グループ生産量の対数。その他は表 3 注 1 と同じ。
注 2：標本単位は地方自治体 Local Municipality もしくは中心地 Main Place。
注 3： 一階差分推計量 first-difference estimator に地方自治体レヴェルでクラスターした頑健標準誤差を用いた。括

弧内は p 値の 100 分位表示。
注 4：*，**，*** は p 値が 10%，5%，1% 未満であることを示す。

21-04-376　024_論文-伊藤様.indd   4221-04-376　024_論文-伊藤様.indd   42 2021/06/09   午後 1:22:452021/06/09   午後 1:22:45



 43

南アフリカにおける最低賃金規制と農業生産

表 5　単位あたり価値変化，A 地区 vs. B 地区，一階差分推計値

説明変数 （1） （2） （3） （4） （5） （6）
1993-2002 年（b1） 0.177 0.174 0.131 0.107 -0.013

（45.1） （46.0） （77.9） （81.5） （98.2）
2002-2007 年（b2） -0.160*** -0.174*** -0.354*** -0.368*** -0.333*** -0.304*

（0.8） （0.6） （0.0） （0.0） （0.0） （9.3）
B 地区× 1993-2002 年（b1B） 0.048 0.008 0.284 0.242 0.266

（88.0） （98.0） （35.7） （41.9） （37.2）
B 地区× 2002-2007 年（b2B） -0.121 * -0.135** -0.110 -0.124 -0.118 -0.141

（7.3） （4.7） （15.4） （11.0） （13.6） （57.5）
多年生× 1993-2002 年× B 地区 1.050 0.988 2.065*

（15.5） （17.1） （5.2）
柑橘類× 1993-2002 年× B 地区 -0.565 -0.545 -0.445

（22.0） （23.1） （44.7）
落葉生× 1993-2002 年× B 地区 0.427 0.462 0.596

（39.1） （34.8） （31.1）
亜熱帯× 1993-2002 年× B 地区 -0.923* -0.921* -0.898

（8.4） （8.1） （20.2）
野菜× 2002-2007 年× B 地区 0.539*** 0.542*** 0.500***

（0.0） （0.0） （0.0）
飼料× 2002-2007 年× B 地区 0.429*** 0.422*** 0.413**

（0.2） （0.2） （3.3）
多年生× 2002-2007 年× B 地区 -0.261 -0.265 -0.149

（23.2） （23.9） （33.9）
柑橘類× 2002-2007 年× B 地区 0.344* 0.345* 0.316*

（5.3） （5.2） （5.7）
落葉生× 2002-2007 年× B 地区 0.192 0.200 0.053

（12.1） （10.2） （71.6）
亜熱帯× 2002-2007 年× B 地区 0.411** 0.405** 0.350 

（1.4） （1.9） （11.5）
豆類× 2002-2007 年× B 地区 0.039 0.054 -0.020 

（64.3） （49.5） （79.3）
油種× 2002-2007 年× B 地区 0.117*** 0.123*** 0.112***

（0.2） （0.2） （0.6）
気温変化平均値 -0.036 -0.034 0.020 -0.036

（34.2） （31.7） （22.2） （34.2）
気温変化標準偏差 -0.000 0.002 0.018 -0.000 

（99.0） （83.4） （19.1） （99.0）
GDP 成長率（%） 7.515

（46.0）
GDP 成長率（%）× B 地区 0.338

（98.0）
生産物グループ×気温変数 yes-R2 0.106 0.108 0.244 0.246 0.267 0.108
うち 1993-2002 年 62 62 62 62 62 62
うち 2002-2007 年 476 476 476 476 476 476
標本サイズ 538 538 538 538 538 538

（出所）商業農業調査 1993，2002，2007 版より推計。
注 1：被説明変数は地域の作物グループの単位あたり実質価値（実質農業粗収益 / 生産量）。その他は表 3 注 1 と同じ。
注 2：標本単位は地方自治体 Local Municipality もしくは中心地 Main Place。
注 3： 一階差分推計量 first-difference estimator に地方自治体レヴェルでクラスターした頑健標準誤差を用いた。括

弧内は p 値の 100 分位表示。
注 4：*，**，*** は p 値が 10%，5%，1% 未満であることを示す。
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農業での高付加価値化は生育環境や流通をより

緻密に管理し品質を高めることや，独自の個性

やブランドを確立することで実現できる。多く

の場合，生育環境管理，流通管理，マーケティ

ングの改善を通じて実現されるが，そのために

はスキルのより高い労働や資本を集約的に投入

する。よって，生産量が増えていない作物グルー

プで低賃金雇用は減少したといえる（注16）。豆類

は実質農業粗収益が減ったものの単位当たり価

値は変わりがないため，生産物の質が変化した

ことは確認できない。このため，生産量と耕作

面積が減少し（表 C1），低賃金雇用を減らした

と考えることができる。単位当たり付加価値が

変わらずに生産量を低下させた豆類の調整は完

全競争下の最適な調整と同じであり，賃金上昇

によって利潤率が圧縮した可能性がある。飼料

作物，油種作物，野菜は，利潤の変化を議論す

ることは難しい。

表 3，表 4，表 5 の推計結果をまとめたのが

表 6 である。ここからわかるように，多くの農

作物グループでは最低賃金引き上げの実質農業

粗収益への効果は認められないが，作物によっ

ては生産が減少して低賃金雇用を減らしている
（豆類，飼料作物，野菜）。生産量を変えずに高

付加価値化で対応している作物（油種作物，柑

橘類）や，生産が減少しながらも資本集約化し

単位当たり価値を高めて対応している作物（飼

料作物，野菜）がある。生産量が変わらず，価

格上乗せも認められないために利潤圧縮で対応

した作物もある（多年生作物，落葉果樹類，亜熱

帯果樹類，茶類，ナッツ類）。低賃金労働雇用の

少ない穀類は影響を受けていない。農業部門を

全体として扱うと，こうした農作物ごとの多様

性は隠れてしまうため，技術が近似した生産過

程ごとに最低賃金引き上げの影響を観察するこ

とが望ましい。また，生産物の質が変化した作

物グループ，価格上乗せが認められず利潤圧縮

が考えられる作物グループがあることから，最

低賃金引き上げの影響が雇用量による調整だけ

に限定されないことも分かる。

表 6　推計結果のまとめと生産者調整の解釈

実質
農業粗収益 生産量 単位当たり

実質価値 作物グループ 調整

不変 不変 不変 穀類 調整なし（未熟練労働雇
用僅少）

不変 不変 不変 多年生作物，亜熱帯果樹類，落葉
果樹類，茶類，ナッツ類

利潤圧縮，雇用量減少の
可能性あり

不変 不変 増加 油種作物，柑橘類 雇用量減少，高付加価値
化

減少 減少 増加 飼料作物，野菜 雇用量減少，高付加価値
化

減少 減少 不変 豆類 雇用量減少，利潤圧縮の
可能性あり

注： 地域の作物グループの実質農業粗収益，生産量，単位あたり実質価値（実質農業粗収益 / 生産量）への最低賃金
引き上げの効果。油種作物は点推計値がそれぞれ実質農業粗収益で正，生産量で負，それぞれは p 値が大きいな
がらも両者の比をとると p 値が小さくなる。
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おわりに

本論文では先行研究を選択的にレビューし，

南アフリカでの雇用環境を考察した後に，最低

賃金への雇用者の対応について吟味した。経済

理論からは，労働市場が競争的かどうか，もし

くは，平均採用費用の交差微分の符号によって，

雇用量に与える効果が逆になることが示されて

いる。先進国の実証結果は雇用効果が負かゼロ

か結果が分かれているが，一部研究では，最低

賃金以下での雇用が多いと規制は雇用に負の影

響を与えやすいことが示されている。

南アフリカの農業データを用いて農業粗収益

に与える影響を検討したところ，影響は作物ご

とに異なることがわかった。負の影響を受けた

作物がある一方で，その他の作物は影響を受け

ていない。後者の作物数が多いことから，全体

を平均すると負の影響は観察されなくなる。作

物ごとの多様性を許容しながら推計することの

意義がここに見出せる。負の影響を受けたなか

には，生産量が縮小しながらも単位当たり価値

が上昇している作物もあり，スキルの高い労働

や機械を集約的に投入して低賃金雇用量が減少

したと推測できる。影響を受けなかった作物で

は，機械化が進んでそもそも未熟練労働を多く

雇用していない穀物がある。それ以外の作物で

は，単位当たり価値は変わらないために価格上

乗せによる調整は起こらず，利潤圧縮や資本代

替（雇用量減少）による調整が示唆される。こ

れらは資本への代替による調整を見出した既存

研究［Garber et al. 2015］と整合的で，農業部

門では最低賃金の影響を受けやすい雇用が多い

ことを確かめる結果でもある。

未熟練労働を多く雇用する作物で雇用量減少

や利潤圧縮が示唆されたことからは，最低賃金

規制は農村部で農場所有者が提供していた私的

な社会保障機能を弱める働きがあったと懸念さ

れる。被用者が農場内住居を確保する権利は法

律で今後も保障され続けるものの，未熟練労働

の費用を高める政策は雇い止めを通じて長期的

な資本代替を促す。農村部の公教育が熟練労働

者候補を供給できない現状が続けば，雇用と社

会保障を提供する農場所有者に雇用される被用

者数が減ることになりかねない。これは最低賃

金規制の目的に反する結果であろう。農業の最

低賃金引き上げは他産業での最低賃金引き上げ

と同時に実施される。こうした環境で農業で解

雇された未熟練労働をそのまま他産業で吸収す

ることは容易ではないため，最低賃金引き上げ

前から職業訓練や他職業経験の機会を提供する

ことで，需給双方にとって転職や採用の費用を

引き下げる試みが望まれる。

本論文では農業生産に着目することで，単位

当たり価値上昇や利潤圧縮など，既存研究では

見出されない結果を得ることができた。しかし，

本論文の推計は作物グループごとの地方自治体

合計量という集計量反応を対象にしているため，

生産者ごとの多様な調整を知ることはできない。

今後の研究は，より小さな地理区分を観察単位

として資本と労働の投入を直接観察して要素需

要関数を推計する必要がある。これらは今後の

課題としたい。
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付論 A　最低賃金に関する生産者理論

労働市場完全競争下での最低賃金規制が利潤

を低下させるという帰結は，Ashenfelter and 

Smith［1979］に倣って関数を 2 次線形近似す

ることで，下記のように示すことができる。

ここでπ（w, r, p）は利潤関数， ，

であり，包絡線定理により

は労働需要関数の負値−LD に等しい。ΔwLD

はすでに雇用している労働への支払いが増える

給与支払［“wage bill”, Draca et al. 2011］効果，

は資本への代替による対応を示して

いる。なお，完全競争市場であれば，費用を最

小化する技術のみが生き残るため，すべての雇

用者が同じ技術を用いなければならない。よっ

て，完全競争下では，最低賃金規制による生産

費用の増加は生産物価格にすべて上乗せされる。

雇 用 者 が 賃 金 を 選 べ る 買 い 手 独 占

（monopsony）の場合，上記の議論は適切では

ない。包絡線定理は賃金を利潤最大化の外生変

数として想定するからこそ用いることができる

ためである。Manning［2006］は完全競争と買

い手独占を包含する一般的な理論を提示してい

る。そこでは労働に関わる平均費用を労働費用

と呼び，労働費用は賃金 w と（すでに雇用され

ている分を含む）労働一単位あたり平均採用費

用 c（w, L）からなると仮定される。

平均採用費用は採用訓練費用 H（R, w）に採

用比率 s（w）を乗じて得る。採用訓練費用は採

用人数 R と賃金の関数であるが，採用人数は

R = s（w）L と書くことができるため，平均採

用費用は下記として示される。

平均採用費用 c（w, L）は賃金以外の費用とし

て定義されるが，賃金水準にも依存することが

許容されている。上で見たように，採用比率は

賃金の関数であり，採用訓練費用が賃金に依存

することを許容しているからである。ここで

cw, cL の符号は先見的には決めることができず，

さらに交差微分 cwL も先見的に決めることはで

きない。ただし，完全競争の場合には雇用量に

かかわらず労働費用は一定であることから cL 

= 0 であり，よって，cwL = 0 も成り立つ。買

い手独占の場合には，より多くの労働を採用す

る費用は逓増すると考えられるので，cL > 0 で

ある。一方，交差微分は，採用や訓練活動に賃

金に応じた規模の経済性がある場合には cwL < 

0，賃金に応じた規模の不経済性がある場合に

は cwL > 0，賃金水準と独立していれば（規模
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に関して中立であれば）cwL = 0 である。

労働費用に関して最小化するとき，雇用者は

下記の問題を解く。

最小化の一階条件は下記である。

これを全微分すると

となる。つまり，賃金が増えるときの雇用変

化の方向は cwL と逆の符号になる。平均採用費

用に賃金に応じた規模の経済性がある場合は，

賃金が増えると雇用は増える。もちろん，買い

手独占者は労働費用スケジュール w + c（w, N）

上で最適な賃金を選ぶことができる以上，最低

賃金規制がない場合よりも利潤が増えることは

あり得ない（注17）。

最小化された労働費用関数（value function）

を ω（L）で示す。最小化問題に外生変数 L に関

する包絡線定理を用いると ω（L）の偏微分係数

の符号を求めることができる。

ω′の符号は cL の符号に一致する。もしも，

平均採用費用が雇用量の増加関数であれば，労

働費用も雇用量の増加関数である。労働費用と

して ω（L）を用いると利潤は下記のように書く

ことができる。

利潤最大化の一階条件から下記を得られる。

右辺は労働の限界費用であるが，通常の利潤

関数と違って w ではなく ωの関数である。

最低賃金が雇用者行動にどのような影響を与

えるか見るために，この一階条件に着目する。

最低賃金が導入されて賃金が変更することの効

果は，労働限界費用 MCL をさらに w で微分し，

w = w を課せばよい。すると

仮に費用最小化賃金 w が最低賃金と一致し

ている場合，最小化の一階条件より 1 + cw（w, 

L）はゼロなので，符号は cwL（w, L）によって決

まる。労働需要量 L が増えたときに賃金 w が

増える（= 賃金 w が増えたときに労働需要量 L が

増える）場合とは，MCL が減る場合なので，

cwL < 0 のケースに等しい。L が増えたときに

w が 減 る の は cwL > 0 の ケ ー ス で あ る。

Manning［2006］は cwL < 0 がより現実的だと

述べる。理由は，第 1 に，実証研究で示される

被雇用者規模と賃金の正の相関関係とも整合的

である。従業員数が多いほど労働費用が下がる

のであれば，より高い賃金を提示できる。第 2

に，もしも c（w, L）が w, L に乗法分離できる場

合，CN > 0, cw < 0 であれば成立する。つまり，

労働市場が買い手独占的で労働費用が賃金と負

の関係（賃金が上がると辞める人が減るので採用

費用が減るなど）にある場合である。

ここまでの議論を直感的な言葉で要約すると，
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最低賃金の雇用に与える効果は労働の限界費用

を高めるかどうかで決まる。労働の限界費用が

高まれば雇用は減り，低くなれば雇用は増える。

完全競争下では最低賃金規制は労働の限界費用

を高める。買い手独占の場合には，労働費用関

数の交差微分 cwL が正であれば労働の限界費用

を高める。交差微分が負の場合は労働の限界費

用を下げる。限界費用が下がる原因は，賃金を

高めると，求職者が増える，質の高い求職者が

増える，離職率を低める，などである。このよ

うに，労働費用関数の形状によって最低賃金が

雇用に与える影響は異なる。南アフリカ農業の

ように競争的な市場環境であれば，最低賃金引

き上げは雇用を減らすと予期できる。

最低賃金規制が雇用を増やすメカニズムは，

買い手独占以外にも求職理論を用いて示されて

いる［Lang and Kahn 1998］。求職理論では情報

が不完備で求職者と雇用者の双方がランダムに

マッチされた相手を選び合う。よりよい候補が

まだいると思えば相手を却下し次のマッチング

機会を待つが，待ってもよりよい候補と巡り会

う確率が低いと思えば相手を受け入れる。この

環境は完全競争ではないので，労働者を見つけ

て生産する雇用者は正の利潤を得ることができ

る。労働者とマッチした雇用者の利潤は正だが，

マッチする前の期待利潤はゼロとしないと均衡

の内容として意味がない。このため，マッチに

は雇用者による一定の費用投下が仮定され，こ

の費用と同じだけのマッチ後利潤が均衡で成り

立つ。ひとたびよい労働者と巡り会ったときに

は，労働者に自らを選ばせるために雇用者は利

潤の一部を提供する。多くの論文では雇用者と

労働者間の利潤分配にはナッシュ交渉過程が仮

定されている。ここに最低賃金規制が導入され

ると，期待賃金率が上がることでより多くの労

働者が職探しを始めるため，マッチ確率が変わ

らなくてもマッチ件数，つまり，雇用件数が増

える。なお，労働者が多様な場合，より異質な

労働者が求職活動をすることでマッチ確率が下

がることも考えられる。この場合，雇用量が増

えるか分からない。ただし，Lang and Kahn
［1998］は，熟練度の高い労働者が最低賃金に

影響される未熟練労働市場に参入するため，雇

用が増えたとしても未熟練労働者の厚生が下が

ると示している。

付論 B　推計式の生産者理論的裏付け

第Ⅲ節 1 では推計式の計量経済学的な根拠を

示したが，以下では経済理論的な根拠を考えて

いく。CES 生産関数を例に⑴式で見たように，

一般に，賃金引き上げの効果は資本レンタル料

率 r と賃金水準 w の非線形な関数として表さ

れる。よって，農業粗収益を線形方程式として

推計する⑶式は，供給関数の r, w に関する線

形近似と解釈できる。 と書き，

賃金は地区ごとに異なると考え，wA, wB の 2

つの値を想定し，資本レンタル料率は全国で均

一と考えると，下記が得られる。

上式のように農業粗収益を生産要素価格に回

帰すると，一次近似式の各生産要素価格の係数

b̀2A, b̀2B, b̀3 は負になる。 とすれ

ば であることを利用すると
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となる。Δは一階差分を示す。なお，実質農

業粗収益の一階差分を取ったために，右辺の賃

金と資本レンタル料率もすべてインフレを除い

た実質値での差分として解釈し直すべきことに

留意しよう。

A 地区だけの推計値ではなくすべての地区

に関する推計値を求めるために（1 − DBi）Δ 

lnwAt をΔlnwt と書き換え，期間 j の全地区と

B 地区の賃金差分をΔlnwBt − Δlnwt = gBj Δ

lnwt と書くと，上式は以下のように書き改める

ことができる。

なお，上式では，b̆1 = b̆2 であるが，実際には

同じ値にならないことも許要するために異なる

係数を付与し，そのために異なる期間ダミー変

数 D9302, D0207 を掛け合わせている。同様に，

1993 ～ 2002 年の期間でも A 地区と B 地区で

異なる賃金変化を許要するために，b̆1B という

係数を準備している。

実質資本レンタル料率 r のデータは得られな

いが，期間平均成長率 gr を用いれば rt = （1 + 

gr）krt − k なので，期間 j = 1, 2 の実質資本レン

タル料率変化はΔlnrt = lnrt − lnrt − kj = ln（1 

+ grj）＊ kj となる。実質資本レンタル料率の

影響は各地域の全生産者に均一と仮定すると，

期間数 kj の係数 b̆3jln（1 + grj） = b̌3j として推計

可能である（注18）。b̌3j は資本レンタル料率成長率

grj の符号と逆の符号になるため，符号は一意

に定まらない。しかし，多くの経済でそうであ

るように，実質資本レンタル料率が大きく減少

しなければ，b̌3j はゼロに近い，もしくは，負

になることが予想される。2 つの時点の期間数

を k1, k2 と表せば，前掲⑶式が得られる。

こ こ で b1 = b̌1Δlnw1 + b̌31k1, b1B = b̌1B gB1Δ

lnw1, b2 = b̌2Δlnw2 + b̌32k2, b2B = b̌2B gB2Δlnw2

である。実証データよりΔlnw1, Δlnw2, k1, k2

はすべて正，gB2 は正，gB1 はほぼゼロ，理論値

では b̌1, b̌1B, b̌2, b̌2B, b̌31, b̌32 はすべて負なので，b2B 

< 0 が期待される。
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付論 C　付録図表

C.1　南アフリカ農業被用者の特徴

（出所）StatsSA, Rural Survey［1997］
注： None ＝学歴なし，Less than matric ＝高卒未満，Matric or higher ＝高卒以上。

図C1　被用者学歴（1996 年）
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図C2　被用者職種

Managers

Professionals

Technicians

Clerks

Sales & service

Skilled agriculture

Craft

Assembly

Elementary

11

1

11

1

1

0

0

2

2

2

0

7

32 22

55 70

80 60 2040 0 20 40 60 80

% Female% Male
（出所）StatsSA, Census［1996］
注：農業部門のみ。
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図C3　日雇・季節雇，常雇の比率

（出所）StatsSA, Commercaial Agricultural Survey 各年。
注： 農業部門のみ。非熟練労働は日雇と季節雇，熟練労働は常雇。
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C.2　頑健性チェック

ここでは推計式の特定化を変えても，本文中

の推計結果が影響されないことを確認する。表

C1 は本文中の推計結果（表 3 など）と同じ方法

で耕作面積の変化を示している。天候変数と各

作物グループの交差項を含めて作物グループご

とに天候の影響に異なることを許容した結果が

表 C2，表 C3，表 C4 である。いずれも，本文

中の推計結果と同様の内容であることがわかる。

また，紙幅節約のために表示していないが，3

時点すべてに情報のある主要な作物グループの

みに 2002 ～ 2007 年ダミーとの交差項を用いて

推計しても，結果は変わらなかった。

図C5　穀物作付け比率と労働者一人当たり資本フロー費用

（出所）商業農業センサス 2002 年より作成。
注： 生産量が全国の中央値よりも多い大規模地域の集計。労働者一人当たり資本フロー費用＝（資

本使用者費用＋燃料費用）/ 労働者数。各点は地域，数値は各地域の集計値，実線はノンパ
ラメトリック回帰（loess）。資本使用者費用は資本減耗，機械設備維持費の合計，燃料費用は
燃料代，電気代の合計，労働者数は管理者を除く年間常雇用者人数。資本減耗は機械設備価
値の 5% と仮定した。
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南アフリカにおける最低賃金規制と農業生産

表C1　耕作面積変化，A 地区 vs. B 地区，地区固定効果推計値

説明変数 （1） （2） （3） （4） （5） （6）
1993-2002 年（b1） -0.862 -0.869 -0.097 -0.145 -0.220

（13.2） （13.0） （84.3） （74.5） （61.4）
2002-2007 年（b2） -0.244* -0.235* -0.162 -0.157 -0.16 0.415

（6.7） （8.3） （26.5） （29.4） （28.6） （38.5）
B 地区× 1993-2002 年（b1B） 0.700 0.652 0.698 0.684 0.682

（25.5） （29.2） （25.9） （27.5） （28.7）
B 地区× 2002-2007 年（b2B） 0.035 0.036 0.142 0.145 0.158 -0.451

（80.9） （80.2） （35.1） （33.7） （29.9） （37.7）
多年生× 1993-2002 年× B 地区 0.363 0.393 1.730*

（64.7） （61.0） （9.4）
柑橘類× 1993-2002 年× B 地区 -0.072 -0.027 -0.272

（89.4） （95.9） （68.4）
落葉生× 1993-2002 年× B 地区 -1.087*** -1.035*** -0.949***

（0.2） （0.0） （0.3）
亜熱帯× 1993-2002 年× B 地区 -1.645*** -1.601*** -1.534**

（0.1） （0.0） （1.4）
野菜× 2002-2007 年× B 地区 -0.327** -0.328** -0.266

（3.9） （3.8） （13.6）
飼料× 2002-2007 年× B 地区 -0.828*** -0.826*** -0.906***

（0.0） （0.0） （0.0）
多年生× 2002-2007 年× B 地区 -0.193 -0.194 0.017

（51.8） （51.4） （94.8）
柑橘類× 2002-2007 年× B 地区 0.119 0.120 0.045

（69.2） （69.2） （85.8）
落葉生× 2002-2007 年× B 地区 0.039 0.038 0.011

（87.5） （87.8） （96.7）
亜熱帯× 2002-2007 年× B 地区 -0.878* -0.875* -0.893*

（5.3） （5.5） （6.7）
豆類× 2002-2007 年× B 地区 -0.338 -0.343 -0.361*

（12.6） （12.2） （7.8）
油種× 2002-2007 年× B 地区 -0.071 -0.073 -0.076

（49.5） （48.0） （50.8）
気温変化平均値 0.015 0.010 0.022 0.015

（66.0） （77.8） （66.9） （66.0）
気温変化標準偏差 0.018 0.007 0.016 0.018

（46.4） （74.9） （43.5） （46.4）
GDP 成長率（%） -37.484

（13.0）
GDP 成長率（%）× B 地区 28.097

（29.2）
生産物グループ×気温変数 yes-R2 0.038 0.036 0.099 0.096 0.104 0.036
うち 1993-2002 年 62 62 62 62 62 62
うち 2002-2007 年 476 476 476 476 476 476
標本サイズ 538 538 538 538 538 538

（出所）商業農業調査 1993，2002，2007 版より推計。
注 1：被説明変数は地域の作物グループ耕作面積の対数。その他は表 3 注 1 と同じ。
注 2：標本単位は地方自治体 Local Municipality もしくは中心地 Main Place。
注 3： 一階差分推計量 first-difference estimator に地方自治体レヴェルでクラスターした頑健標準誤差を用いた。括

弧内は p 値の 100 分位表示。
注 4：*，**，*** は p 値が 10%，5%，1% 未満であることを示す。
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表C2　農業粗収益の変化，A 地区 vs. B 地区，固定効果推計値
説明変数 （1） （2） （3） （4） （5） （6）

1993-2002 年（b1） -0.373 -0.384 1.473** 1.505** 1.513**
（60.7） （59.5） （1.6） （2.2） （2.0）

2002-2007 年（b2） -0.294** -0.308** -0.400** -0.419** -0.391** -0.020
（2.9） （2.7） （1.3） （1.1） （1.4） （97.0）

B 地区× 1993-2002 年（b1B） 1.041 0.935 0.997 0.974 0.965
（19.7） （25.3） （22.4） （24.5） （26.3）

B 地区× 2002-2007 年（b2B） -0.066 -0.088 0.060 0.044 0.064 -0.788
（67.2） （57.3） （72.7） （79.5） （71.2） （20.9）

多年生× 1993-2002 年× B 地区 0.167 0.074 1.468
（87.1） （94.0） （31.9）

柑橘類× 1993-2002 年× B 地区 -1.238* -1.270* -1.661**
（7.5） （9.3） （4.6）

落葉生× 1993-2002 年× B 地区 -2.376*** -2.403*** -2.410***
（0.0） （0.0） （0.0）

亜熱帯× 1993-2002 年× B 地区 -2.604*** -2.653*** -2.628***
（0.0） （0.0） （0.3）

野菜× 2002-2007 年× B 地区 0.157 0.161 0.146
（39.9） （38.7） （47.7）

飼料× 2002-2007 年× B 地区 -0.389 -0.398* -0.561*
（10.0） （9.4） （9.0）

多年生× 2002-2007 年× B 地区 -0.252 -0.256 -0.120
（43.5） （44.1） （69.7）

柑橘類× 2002-2007 年× B 地区 0.498 0.498 0.418
（26.1） （25.8） （28.3）

落葉生× 2002-2007 年× B 地区 0.135 0.144 0.081
（66.4） （64.3） （79.8）

亜熱帯× 2002-2007 年× B 地区 -0.019 -0.028 -0.066
（96.2） （94.6） （87.7）

豆類× 2002-2007 年× B 地区 -0.508* -0.487* -0.581**
（6.2） （6.7） （2.7）

油種× 2002-2007 年× B 地区 -0.003 0.006 -0.006
（98.3） （96.3） （96.1）

気温変化平均値 -0.044 -0.044 0.015 -0.044
（31.2） （28.1） （79.1） （31.2）

気温変化標準偏差 0.015 -0.006 -0.000 0.015
（61.7） （80.9） （99.0） （61.7）

多年生×気温変化平均値 0.121
（56.2）

多年生×気温変化標準偏差 -0.112**
（4.3）

野菜×気温変化平均値 -0.035
（76.1）

野菜×気温変化標準偏差 -0.176
（26.0）

柑橘類×気温変化平均値 -0.148
（48.1）

柑橘類×気温変化標準偏差 0.090
（25.2）

落葉生×気温変化平均値 -0.103
（32.1）

落葉生×気温変化標準偏差 -0.015
（81.0）

飼料×気温変化平均値 -0.178
（26.7）

飼料×気温変化標準偏差 -0.091
（26.7）

豆類×気温変化平均値 -0.259***
（0.3）

豆類×気温変化標準偏差 -0.154*
（6.9）

油種×気温変化平均値 0.017
（81.6）

油種×気温変化標準偏差 0.067*
（6.0）

亜熱帯×気温変化平均値 -0.051
（68.8）

亜熱帯×気温変化標準偏差 -0.009
（84.5）

GDP 成長率（%） -16.555
（59.5）

GDP 成長率（%）× B 地区 40.308
（25.3）

生産物グループ×気温変数 yes-R2 0.057 0.057 0.093 0.091 0.091 0.057
うち 1993-2002 年 62 62 62 62 62 62
うち 2002-2007 年 476 476 476 476 476 476
標本サイズ 538 538 538 538 538 538

（出所）商業農業調査 1993，2002，2007 版より推計。
注：表 3 の注を参照のこと。
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南アフリカにおける最低賃金規制と農業生産

表C3　生産量変化，A 地区 vs. B 地区，地区固定効果推計値
説明変数 （1） （2） （3） （4） （5） （6）

1993-2002 年（b1） -0.550 -0.558 1.343 1.398 1.526
（44.3） （43.7） （13.2） （14.3） （14.6）

2002-2007 年（b2） -0.134 -0.134 -0.046 -0.051 -0.057 0.284
（36.3） （37.6） （77.8） （75.9） （72.7） （60.5）

B 地区× 1993-2002 年（b1B） 0.993 0.927 0.714 0.732 0.699
（21.1） （25.0） （39.3） （38.8） （42.1）

B 地区× 2002-2007 年（b2B） 0.055 0.047 0.170 0.169 0.182 -0.647
（73.7） （77.3） （32.3） （32.2） （28.9） （29.5）

多年生× 1993-2002 年× B 地区 -0.883 -0.913 -0.597
（29.6） （28.7） （58.9）

柑橘類× 1993-2002 年× B 地区 -0.673 -0.724 -1.216
（45.5） （45.4） （26.0）

落葉生× 1993-2002 年× B 地区 -2.804*** -2.865*** -3.006***
（0.0） （0.1） （0.3）

亜熱帯× 1993-2002 年× B 地区 -1.682* -1.732* -1.730
（9.3） （8.9） （19.2）

野菜× 2002-2007 年× B 地区 -0.381** -0.381** -0.354**
（1.8） （1.9） （4.7）

飼料× 2002-2007 年× B 地区 -0.818*** -0.821*** -0.974***
（0.0） （0.0） （0.1）

多年生× 2002-2007 年× B 地区 0.009 0.009 0.029
（97.0） （96.9） （91.1）

柑橘類× 2002-2007 年× B 地区 0.154 0.153 0.101
（68.3） （68.5） （76.5）

落葉生× 2002-2007 年× B 地区 -0.057 -0.057 0.028
（86.1） （86.2） （93.6）

亜熱帯× 2002-2007 年× B 地区 -0.430 -0.433 -0.415
（21.5） （21.3） （22.8）

豆類× 2002-2007 年× B 地区 -0.547** -0.542** -0.561**
（2.9） （2.9） （1.8）

油種× 2002-2007 年× B 地区 -0.120 -0.117 -0.118
（28.7） （29.6） （33.2）

気温変化平均値 -0.008 -0.009 -0.004 -0.008
（85.6） （84.1） （93.9） （85.6）

気温変化標準偏差 0.015 -0.008 -0.019 0.015
（60.4） （74.5） （55.1） （60.4）

多年生×気温変化平均値 0.010
（92.6）

多年生×気温変化標準偏差 -0.035
（32.2）

野菜×気温変化平均値 0.018
（85.8）

野菜×気温変化標準偏差 -0.188
（12.1）

柑橘類×気温変化平均値 -0.109
（58.3）

柑橘類×気温変化標準偏差 0.102
（21.5）

落葉生×気温変化平均値 0.151
（31.7）

落葉生×気温変化標準偏差 0.093
（12.7）

飼料×気温変化平均値 -0.156
（27.4）

飼料×気温変化標準偏差 -0.081
（34.5）

豆類×気温変化平均値 -0.150*
（6.1）

豆類×気温変化標準偏差 -0.198***
（0.4）

油種×気温変化平均値 0.023
（75.4）

油種×気温変化標準偏差 0.081**
（3.2）

亜熱帯×気温変化平均値 0.020 
（84.7）

亜熱帯×気温変化標準偏差 -0.005
（91.5）

GDP 成長率（%） -24.069
（43.7）

GDP 成長率（%）× B 地区 39.971
（25.0）

生産物グループ×気温変数 yes-R2 0.009 0.007 0.077 0.074 0.076 0.007
うち 1993-2002 年 62 62 62 62 62 62
うち 2002-2007 年 476 476 476 476 476 476
標本サイズ 538 538 538 538 538 538

（出所）商業農業調査 1993，2002，2007 版より推計。
注：表 3 の注を参照のこと。
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表C4　単位あたり価値変化，A 地区 vs. B 地区，固定効果推計値
説明変数 （1） （2） （3） （4） （5） （6）

1993-2002 年（b1） 0.177 0.174 0.131 0.107 -0.013
（45.1） （46.0） （77.9） （81.5） （98.2）

2002-2007 年（b2） -0.160*** -0.174*** -0.354*** -0.368*** -0.333*** -0.304*
（0.8） （0.6） （0.0） （0.0） （0.0） （9.3）

B 地区× 1993-2002 年（b1B） 0.048 0.008 0.284 0.242 0.266
（88.0） （98.0） （35.7） （41.9） （37.2）

B 地区× 2002-2007 年（b2B） -0.121* -0.135** -0.110 -0.124 -0.118 -0.141
（7.3） （4.7） （15.4） （11.0） （13.6） （57.5）

多年生× 1993-2002 年× B 地区 1.050 0.988 2.065*
（15.5） （17.1） （5.2）

柑橘類× 1993-2002 年× B 地区 -0.565 -0.545 -0.445
（22.0） （23.1） （44.7）

落葉生× 1993-2002 年× B 地区 0.427 0.462 0.596
（39.1） （34.8） （31.1）

亜熱帯× 1993-2002 年× B 地区 -0.923* -0.921* -0.898
（8.4） （8.1） （20.2）

野菜× 2002-2007 年× B 地区 0.539*** 0.542*** 0.500***
（0.0） （0.0） （0.0）

飼料× 2002-2007 年× B 地区 0.429*** 0.422*** 0.413**
（0.2） （0.2） （3.3）

多年生× 2002-2007 年× B 地区 -0.261 -0.265 -0.149
（23.2） （23.9） （33.9）

柑橘類× 2002-2007 年× B 地区 0.344* 0.345* 0.316*
（5.3） （5.2） （5.7）

落葉生× 2002-2007 年× B 地区 0.192 0.200 0.053
（12.1） （10.2） （71.6）

亜熱帯× 2002-2007 年× B 地区 0.411** 0.405** 0.350
（1.4） （1.9） （11.5）

豆類× 2002-2007 年× B 地区 0.039 0.054 -0.020 
（64.3） （49.5） （79.3）

油種× 2002-2007 年× B 地区 0.117*** 0.123*** 0.112***
（0.2） （0.2） （0.6）

気温変化平均値 -0.036 -0.034 0.020 -0.036
（34.2） （31.7） （22.2） （34.2）

気温変化標準偏差 -0.000 0.002 0.018 -0.000
（99.0） （83.4） （19.1） （99.0）

多年生×気温変化平均値 0.111
（47.9）

多年生×気温変化標準偏差 -0.077**
（2.2）

野菜×気温変化平均値 -0.053
（32.0）

野菜×気温変化標準偏差 0.012
（83.9）

柑橘類×気温変化平均値 -0.039
（43.3）

柑橘類×気温変化標準偏差 -0.012
（52.4）

落葉生×気温変化平均値 -0.255**
（1.4）

落葉生×気温変化標準偏差 -0.108**
（1.2）

飼料×気温変化平均値 -0.022
（82.4）

飼料×気温変化標準偏差 -0.009
（91.4）

豆類×気温変化平均値 -0.109***
（0.0）

豆類×気温変化標準偏差 0.043
（19.2）

油種×気温変化平均値 -0.006
（80.8）

油種×気温変化標準偏差 -0.013
（38.5）

亜熱帯×気温変化平均値 -0.071
（52.6）

亜熱帯×気温変化標準偏差 -0.004
（90.9）

GDP 成長率（%） 7.515
（46.0）

GDP 成長率（%）× B 地区 0.338
（98.0）

生産物グループ×気温変数 yes-R2 0.106 0.108 0.244 0.246 0.267 0.108
うち 1993-2002 年 62 62 62 62 62 62
うち 2002-2007 年 476 476 476 476 476 476
標本サイズ 538 538 538 538 538 538

（出所）商業農業調査 1993，2002，2007 版より推計。
注：表 3 の注を参照のこと。
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（注 1）　Doucouliagos and Stanley［2009］は
データ・マイニングを経た論文は標準誤差を小
さくすることは難しいために effect size が大き
な推計結果を選び取る傾向があると仮定し，小
標本の推計に effect size の大きな研究が多いこ
とを示している。先行研究の Card and Krueger

［1995］も負の弾力性に偏った出版バイアスがあ
ると指摘している。Neumark［2015］はメタ分
析が展望研究の代替にはならないという高所か
らの批判をしているが，これはメタ分析の長所
を汲み取らない指摘といわざるを得ない。
（注 2）　これは⑵式の CES 生産関数で βL が小

さい場合である。また，付論図 C5 で示したよう
に，データからも穀物作付け比率が高いほど労
働者一人当たり資本フロー費用が高くなる傾向
がある。
（注 3）　1994 年から始まったウルグアイ・ラ

ウンドでは，南アフリカは関税構造を単純化し
関税率を引き下げた結果，平均関税率（加重平均）
は 1993 年の 13.45 パーセントから 2002 年には
4.95 パ ー セ ン ト に 低 下 し た（ 世 界 銀 行 統 計
TM.TAX.MRCH.WM.AR.ZS）。この 2002 年の値
は同年日本の 5.52 パーセントよりも低く，南ア
フリカは開発途上国の中では際だって関税率が
低いため，貿易財が国際価格に影響を受けやす
い経済といえる。
（注 4）

ここで w は賃金，r は資本のレンタル料率で
ある。CES 生産関数の一般型として M 個の生産
要素 xi, i = 1, . . . , M があると，

である。一階条件を xj を使った関数として表

すと下記のように表現できる。

資本と労働の 2 要素の場合には下記のように
なる。

ここから明らかなように，賃金率の上昇は L
のみならず，生産量の低下によって相対的に余
剰気味になる K の需要も減少させる。ただし，
要素価格上昇の影響を直接受ける L よりも，間
接的に影響を受ける K の減少幅はより小さい。
例えば，資本 K，（未熟練）労働 L に加えて熟
練労働 H の 3 要素生産関数を想定すると，未熟
練労働の価格である最低賃金が上昇するとすべ
ての要素需要が減るが，資本と熟練労働の減少
幅が少ないために，これらの要素集約度が高ま
る。このように，最低賃金が上がると，資本と
熟練労働をより集約的に使う高付加価値化をも
たらす可能性がある。なお，規模の経済が逓減
しない場合には，最小化問題を通じて同様の要
素需要関数を得ることができる。
（注 5）　完全競争状態では利潤はゼロだが，完

全競争はアナロジーに過ぎず，現実に利潤がゼ
ロに一致することは稀である。つまり，ここで
完全競争を想定しながら得られる結果も，完全
競争を字義どおりに取るのではなく傾向を示す
に過ぎないことを留意すべきである。
（注 6）　27.1 パーセントは高くないと感じるか

もしれないが，過去一週間で支払いのある労働
や自営労働にわずか一時間でも就くと就労中と
判断されることを念頭に置く必要がある。
（注 7）　ただし，カラー・バー法（1926 年）

によって熟練労働は白人のみが就ける規制が
あったことから，熟練労働の賃金は本来よりも
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高くなったために農業がアパルトヘイトによっ
て一方的に恩恵を受けたということはできない

［Hutt 1964］。むしろ，非熟練労働を多用する技
術採用を促したと解釈すべきである。
（注 8）　南アフリカの最低賃金制度の歴史に

ついては Bhorat et al.［2009, 3-18］を参照のこと。
（注 9）　最低賃金の部門区分で「セクター 8」

とよばれる。後に「セクター 13」に変更。
（注 10）　最近では労働費用の高まりから，労

働調達をアウトソースし，派遣労働を使う傾向
が強まっている。農業は季節性があるために常
雇用の必要性が低いのに加え，労働管理費用が
高く，土地も占有されてしまうためである。派
遣労働の規制逃れはより難しいために，派遣労
働では最低賃金規制の効力が高いと考えられる。
（注 11）　ただし，Bhorat et al.［2014］の統

御群は同等の教育水準や年齢で非農業部門の非
熟練職種に就いている労働者なので，比較対象
として適切ではない可能性がある。とくに，非
農業部門賃金が農業部門賃金の 2 倍以上の水準
であることからも，推計結果の解釈には慎重を
要する。
（注 12）　固定効果推計値においても一階差分

推計値と同様の結果を得た。本論では解釈が容
易な一階差分推計値を用いて議論を進める。
（注 13）　最低賃金率が各地区の特性に応じて

内生的に決まる可能性があるとしても，統一時
の B 地区での引き上げが横並びに導入されたた
め，統一時の引き上げは外生的な変化と見なす
ことができる。
（注 14）　推計で考慮しない農地が地区ごとに

異なる変化をすれば，共通トレンドの識別仮定
は満たされない。しかし，推計結果からは，b1B 
= 0 の p 値は大きいために，農地（などの考慮
していないその他生産要素）が推計結果を歪め
ないと判断できる。この指摘をした本誌査読者
C に記して感謝したい。
（注 15）　3 時点のデータを用いた結果を本文

では報告しているが，2002 年，2007 年部分だけ

を用いて推計しても結果は変わらなかった。3
時点データを用いると標本サイズを減らさない
だけでなく，一階差分推計量の識別仮定が第 1
期に成り立つか同時に検定できるメリットがあ
る。
（注 16）　高付加価値化は低賃金労働を集約的

に投入することでも実現可能なので，低賃金雇
用が増えた可能性も考えねばならないかもしれ
ない。しかし，最低賃金引き上げに対処するた
めに，もっとも直接に費用の上がった低賃金雇
用を増やすことは生産者理論では考えにくい。

（注 4）で示したように，未熟練労働の賃金上昇
は他の生産要素をより集約的に需要させる作用
がある。
（注 17）　仮に雇用が増えた場合にも，収入は

増えるがそれ以上に費用が増えるために利潤は
減る。雇用が減る場合に費用が減るか不明だが，
減った場合にも収入はそれ以上に減って利潤が
減る。英国企業会計データを用いた研究では雇
用量調整は有意ではなく利潤が減少している

［Draca et al. 2011］。
（注 18）　すでに導入した識別のための共通ト

レンドの仮定は資本レンタル料率変化の影響が
各地域で共通となることを含むので，厳密には
追加的な仮定ではない。
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Abstract

Minimum Wages and Agricultural Production in 
South Africa

Seiro Ito

　　In this paper, we take the unification of agricultural minimum wages in 2003 as a natural experi-

ment involving exogenous change in the minimum wage level and examine the Census of Commer-

cial Agriculture to empirically investigate producer responses at the district-product group level. Re-

sults from a first-difference estimator suggest that an increase in the minimum wage reduced both 

profits and low-wage employment in some product groups, and these changes were masked at a more 

aggregate level. We also observed an increase in the unit output value in some product groups. These 

findings are consistent with the existing literature showing that negative employment impacts are ob-

served when minimum-wage jobs are dominant and that increasing the minimum wage leads to mech-

anization of tasks and upgraded skill contents of labor. As a policy response, job training and intern-

ships prior to increasing the minimum wage should help reduce the costs of job search as well as 

those of hiring. Future agricultural minimum wage research should consider heterogenous production 

technologies and associated impacts.
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